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 添 付 資 料

企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況

当社グループは、当社と子会社１１４社及び関連会社９社で構成され、各事業に係る位置づけは次の
とおりです。

（ハム・ソーセージ・加工食品及び食肉の生産・販売事業）
ハム・ソーセージ・加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本
ハム食品㈱及び日本ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハ
ム東部直販㈱などを通じて販売しております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東北日
本ハム㈱及び南日本ハム㈱などによって製造・販売を行っております。
食肉は、子会社の日本スワイン農場㈱、日本ホワイトファーム㈱、Texas Farm，Inc.などが豚・牛及
びブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱、日本ピュアフード㈱などが処理・加
工を行った食肉製品と外部仕入食肉商品を、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本フード㈱、
などを通じて販売しております。

（その他事業）
水産物及び乳酸菌飲料などを子会社のマリンフーズ㈱、日本ルナ㈱などで製造・販売しております。
サービス・その他として、子会社の日本ファインフード㈱などによってレストラン事業などを行って
おります。

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。（＊は関連会社）

生産飼育会社
日本ホワイトファーム㈱
日本スワイン農場㈱
Oakey Holdings Pty. Ltd.
Texas Farm ,Inc.
  他２社（うち関連会社１社）

ハム・ソ－セ－ジ､加工食品､食肉の販売
日本フード㈱
日本ﾊﾑ東部直販㈱
日本ﾊﾑ東京販売㈱ 他１５社

食肉の処理・加工
日本フードパッカー㈱
日本ピュアフード㈱  他８社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造
静岡日本ハム㈱
長崎日本ハム㈱
日本ハム食品㈱
日本ハム惣菜㈱ 他７社

食肉の販売
NMP Australia Pty. Ltd.
Day-Lee Foods，Inc. 他８社

食肉の輸入・販売
ジャパンフード㈱

物流などのサービス
日本物流グループ㈱ 他３６社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造・販売
東北日本ハム㈱
南日本ハム㈱
他１８社（うち関連会社６社）
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サービス・その他の会社
日本ﾌｧｲﾝﾌｰﾄﾞ㈱ 他３社
＊大阪ｻｯｶｰｸﾗﾌﾞ㈱ 他１社
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水産物及び乳酸菌飲料などの製造･販売会社
マリンフーズ㈱
日本ルナ㈱ 他２社
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経経経経        営営営営        方方方方        針針針針

　　この度は、牛肉偽装に関する不祥事により、株主、投資家の皆様には多大なご迷惑とご心配をおか

けいたしましたことを、心より深くお詫び申し上げます

１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針

当社は安全で高品質な食品の提供を通して「食べる喜び」をお客様にお届けするという、企業メッ

セージ「幸せな食創り」を提唱し、生活者の皆様には豊かさを、株主の方々には繁栄を、そして社員

の一人一人には働く喜びをともに分かち合っていくことを理想とし、食を取り巻く環境に果敢にチャ

レンジし続けていくことが経営の使命であると認識いたしております。

また、地球環境への配慮が企業市民としての重要な責務であると考え、事業活動の中で環境問題も

経営として積極的に推進してまいります。

なお、この度の不祥事を深く反省し、以下の３点を経営の基本方針といたします。

（１） 法令遵守に基づく新たな企業風土を確立する。

（２） 全ての企業活動は”顧客満足”を基本とし、生活者との接点を大切にする。

（３） 全ての経営に「グループ経営の視点」を持つ。

２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と、安

定配当を基本として業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業

容の拡大及び収益の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、投資家による当社株式の長期安定的な保有の促進が重要と考えますが、株式市場で流動性

を高め個人投資家層の拡大を図ることも、資本政策上の重要課題と認識しております。

今後、株式市場の動向を注視しつつ、業績及び株価等を勘案して、投資単位の引下げについても慎

重に検討してまいる所存であります。

４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等

当社を取り巻く経営環境は、ブランドの信頼を自らが傷つけてしまい、その回復には時間がかかるこ

とが予測され、厳しいものがあります。

一日でも早く社会やお客様・株主様・お取引先様の信頼を回復することが、当社の最大の課題である

と認識しております。

まず、信頼回復のために、企業風土を改革します。企業倫理委員会や各種相談窓口の設置、行動規範

の策定、遵法・監査の徹底、品質面における全事業部横断的な組織の設置など企業倫理確立の体制は整

備しましたが、今後は全事業所、全従業員への浸透を図っていきます。

次に、消費者視点、顧客満足を基本として、事業、業務、商品の再点検を図り、一層の品質の向上や

安全・安心の追及を行い、信頼回復に努めます。

コンプライアンスに徹した企業風土のもと、日本ハムグループの強みである「インテグレーション・

システム」、「チルド物流体制」、「提案営業力」や「商品開発力」などをベースに顧客満足の充実に全力

を注いでまいります。特にインテグレーション・システムに消費者の視点を取入れることや、新鮮度管

理システムの充実を図り、消費者のニーズに応えてまいります。



－3－

また、経営体制の改革を行います。厳しい状況下で人、モノ（設備）、金（資金）、情報といった経営

資源がグループ内で有効に活用される風通しのよいグループ経営体制の構築を目指し、取締役会の改革

や事業部組織体制の再構築、本社組織の改革、柔軟な人事交流などに取組んでまいります。

さらには社会貢献活動や環境活動にも積極的に取組み、社会から信頼され、本当に必要とされる日本

ハムグループに、全員の強い意思で生まれ変わる決意でございます。

５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策

全グループ視点からの経営体制を構築するため、執行役員制度の導入を検討いたしております。経営

と執行を分離して責任の明確化と意思決定の迅速化を図ります。

また、透明性の高い経営を行うために、女性社外取締役を招聘し、消費者の視点をトップマネジメン

トにも加えてまいります。

また、グループの事業領域は多岐に広がっていく中で、全体最適の視点で事業部組織単位の再構築を

図ってまいります。
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経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態

１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績

（１）当中間期（１）当中間期（１）当中間期（１）当中間期

業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況

当中間期のわが国経済は、相変わらずデフレ・スパイラルといわれる厳しい不況から抜け出せず、

個人消費や雇用情勢は依然低迷の様相を示しています。

食肉業界においても、ＢＳＥによる牛肉離れからの回復はしているものの、デフレの進行による

価格下落に加え、豚肉に対するセーフガードも発動されて、原料事情も厳しい状況にありました。

このような環境の中、当社はきめ細かい販路・経路政策の推進による深耕販売と業務領域の拡大、

新しいカテゴリーの商品開発や提案営業の一層の強化や製造から物流・販売に至るあらゆるコスト

の見直しを行い、７月までは順調に推移しておりました。

しかし、８月の牛肉偽装に関する不祥事により、社会・消費者から厳しいお叱りを受けました。

お得意先様の売り場からの商品撤去、取引一時停止、さらに牛肉販売の自粛もあり、８月６日以降

の売上は大幅に減少いたしました。９月２日の牛肉販売の再開にあわせ、多くのお得意先様の取引

も復活させていただき、徐々に売上は回復しております。

このような状況において、当中間期の製品区分別の売上高は、ハム・ソーセージでは前年同期比

１.３％減の６９,６５１百万円、加工食品は当中間期より一部商品について製品区分を“食肉ほか”

に区分変更したこともあり前年同期比１６.５％減の８５,４８５百万円となりました。また、食肉

ほかにつきましては、牛肉が昨年発生したＢＳＥの影響による大幅な減少及び上記の製品区分の変

更もあり前年同期比１.１％減の３１２,２０６百万円となりました。

この結果、当中間期の売上高は前年同期比４.４％減の４６７,３４２百万円となりました。

利益につきましては、不祥事による売上高の減少と商品撤去損などにより、中間税引前利益は前

年同期比６３.６％減の５,８４０百万円、中間純利益は前年同期比８１.５％減の１,７８８百万円

となりました。

   

連結売上高内訳

１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期
区    分 （14.4.1～14.9.30） （13.4.1～13.9.30） （13.4.1～14.3.31）

金額 構成比 金額 構成比
増減率

金額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

ハム・ソーセージ 69,651 14.9 70,598 14.4 △ 1.3   143,881   15.2
加 工 食 品        85,485 18.3 102,418 21.0 △16.5   197,955   20.9
食 肉 ほ か        312,206 66.8 315,784 64.6 △ 1.1   603,263   63.9

計 467,342 100.0 488,800 100.0 △ 4.4   945,099  100.0
（注１）14 年 9 月中間期より、加工食品の一部について製品区分を”食肉ほか”に区分変更しております。

（注２）総販売実績の１０％を超える主要な相手先はありません。
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事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販売を

行っており、その他に区分される事業の重要性がないため事業の種類別セグメント情報は作成して

おりません。

所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況

① 日    本

日本での売上高は、今回の不祥事により、お得意先様の売り場からの商品撤去、取引一時停止や

牛肉の販売自粛などに加えて、昨年発生したＢＳＥの影響により、売上高は前年同期比４.９％減

の４２２,６９５百万円となり、営業利益は前年同期比２９.４％減の１３,４０８百万円となりま

した。

② その他の地域

海外では、米国内の豚肉相場の大幅な下落と、豪州における牛肉事業が、素牛価格の値上がりに

よるコスト高に加えて日本国内でのＢＳＥの影響や牛肉販売の自粛により日本向けの売上が減少し

たこともあり、売上高は前年同期比７.５％減の７３,１１２百万円となり、営業利益は前年同期よ

り大幅に減少し６０百万円の営業損失となりました。

（２）通期の見通し（２）通期の見通し（２）通期の見通し（２）通期の見通し

業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し

下半期におきましても、厳しい状況が続くことが予測されますが、今回の件を教訓として、全グ

ループ従業員が真摯に受け止め、一丸となって、経営を再生させる最大の努力をいたします。

社会・消費者の「信頼回復」なくして「業績回復」はないという基本姿勢のもと、企業倫理を確

立し、遵法経営の浸透に努めてまいります。また品質の向上と安全・安心の追求を徹底的に推進し

てまいります。あわせて消費者視点・顧客満足を基本とした商品開発、新チャネル開発に努めて売

上の回復を図ってまいります。また、これを契機として商品の統廃合や事業所の統廃合、物流や生

産設備の効率化を図るなどコスト競争力向上に取組みます。投資も効率性や採算性を重視し、不採

算事業の改革にも取組みます。

通期の業績は、売上高９,０００億円（前期比４.８％減）、税引前利益３０億円（前期比９０.３％

減）、当期純損失１０億円を予想しております。

（３）利益配分に関する見通し（３）利益配分に関する見通し（３）利益配分に関する見通し（３）利益配分に関する見通し

当期の配当金につきましては、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配

当１６円を予定しております。
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２．財政状態２．財政状態２．財政状態２．財政状態

当中間期の純キャッシュは、９７,０１７百万円増加（前中間期比１０３,３２４百万円の増加）した結

果、当中間期末の現金及び預金の残高は１５０,０７２百万円となりました。これは、主として今回の不祥

事から生じる売上高の減少等に備え、各金融機関のご協力を得て新規の借入を７６,４００百万円実施した

ことによるものです。各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。
（単位：百万円）

１４年９月 １３年９月区        分
中 間 期     中 間 期     

増減 １４年３月期

営業活動からのキャッシュ・フロー 14,647 17,687 △  3,040 39,633
投資活動からのキャッシュ・フロー 7,839 △ 17,606 25,445 △ 34,161
財務活動からのキャッシュ・フロー 74,531 △  6,388 80,919 △ 19,253
純 キ ャ ッ シ ュ 増           （△減） 97,017 △  6,307 103,324 △ 13,781
期 末 現 金 及 び 預 金 残 高 150,072 60,529 89,543 53,055

営業活動からのキャッシュ・フローは、８月以降の営業活動の縮小により売上債権や仕入債務の減少が

ありましたが、中間純利益や未払法人税等の減少などにより、前中間期比３,０４０百万円減少し、１４,

６４７百万円の純キャッシュ増となりました。

投資活動からのキャッシュ・フローは、設備投資の抜本的な見直しにより有形固定資産の取得が１５,

０４７百万円と前中間期より８,０６４百万円減少し、さらに定期預金２１,８６４百万円を手元資金に組

み入れたこともあり、前中間期比２５,４４５百万円増加し、７,８３９百万円の純キャッシュ増となりま

した。

財務活動からのキャッシュ・フローは、不祥事による売上高の減少等に備え、各金融機関よりのご協力

を得て新規に７６,４００百万円の短期借入金を実行したことなどにより、前中間期比８０,９１９百万円

増加し、７４,５３１百万円の純キャッシュ増となりました。
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表

１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期
(H14．9．30 現在) (H13．9．30 現在) (H14．3．31 現在)科        目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産              

現 金 及 び 預 金               １５０,０７２ 22.2 ６０,５２９ 9.8 ５３,０５５ 8.5

定 期 預 金               １,１５１ 0.2 １４,８０４ 2.4 ２３,２８０ 3.7

有 価 証 券               ４,４８９ 0.7 ６,１１１ 1.0 ６,６１５ 1.0

受 取 手 形 及 び 売 掛 金               ８６,７０６ 12.8 １１６,７９４ 19.0 １０５,６８５ 17.0

貸 倒 引 当 金               △　　１,２２４ △ 0.2 △　　１,８４３ △ 0.3 △　　１,９７８ △ 0.3

棚 卸 資 産               ９１,１８９ 13.5 ８８,３０２ 14.4 ９３,４２９ 15.0

繰 延 税 金               ６,４１７ 1.0 ５,６７２ 0.9 ６,７５３ 1.1

そ の 他 の 流 動 資 産               １０,６６３ 1.6 １２,４４４ 2.0 １３,１９８ 2.1

流 動 資 産 合 計          ３４９,４６３ 51.8 ３０２,８１３ 49.2 ３００,０３７ 48.1

投 資 及 び 長 期 債 権              

関連会社に対する投資及び貸付金 １,０２５ 0.1 ３,６８３ 0.6 ３,３９５ 0.5

そ の 他 の 投 資 有 価 証 券               ２１,５７３ 3.2 ２２,３５３ 3.6 ２１,２５０ 3.4

そ の 他 の 投 資               １６,１５５ 2.4 １６,４１５ 2.7 １６,５４３ 2.7

投資及び長期債権合計 ３８,７５３ 5.7 ４２,４５１ 6.9 ４１,１８８ 6.6

有形固定資産（減価償却累計額控除後） ２６６,６４９ 39.5 ２５４,３０４ 41.4 ２６２,０１９ 42.0

長 期 繰 延 税 金              １３,９９３ 2.1 ８,３７２ 1.4 １４,１０４ 2.3

そ の 他 の 資 産              ５,８６９ 0.9 ６,９０９ 1.1 ６,１６０ 1.0

資 産 合 計          ６７４,７２７ 100.0 ６１４,８４９ 100.0 ６２３,５０８ 100.0

（負債及び資本の部）          

 流 動 負 債          

短 期 借 入 金               １８０,７８４ 26.8 １０２,４９２ 16.7 ９９,１４６ 15.9

一年内に期限の到来する長期債務 ２４,９６３ 3.7 １０,２３０ 1.7 １０,５７２ 1.7

支 払 手 形 及 び 買 掛 金               ７９,４０４ 11.8 ９８,２６７ 16.0 ９１,５６９ 14.7

未 払 法 人 税 等               ５,０４２ 0.7 ９,７８８ 1.6 １１,６０４ 1.9

繰 延 税 金               ２８３ 0.0 ３３５ 0.0 ２１３ 0.0

未 払 費 用               １４,３０５ 2.1 １３,４３４ 2.2 １３,４５７ 2.2

そ の 他 の 流 動 負 債               ６,７７０ 1.0 ９,２８４ 1.5 ９,０７３ 1.4

流 動 負 債 合 計          ３１１,５５１ 46.1 ２４３,８３０ 39.7 ２３５,６３４ 37.8

退 職 金 及 び 年 金 債 務              ３５,６０６ 5.3 ２４,２８１ 3.9 ３５,９２１ 5.8

長期債務（一年内に期限到来分を除く） ７０,７６０ 10.5 ９１,８１９ 14.9 ９０,４５５ 14.5

長 期 繰 延 税 金              ３９３ 0.1 ５６５ 0.1 １,１４２ 0.2

少 数 株 主 持 分              ２,６２７ 0.4 ２,３９６ 0.4 ２,５８０ 0.4

資 本          

資 本 金               ２４,１６６ 3.6 ２４,１６６ 3.9 ２４,１６６ 3.8

資 本 剰 余 金               ５０,４３８ 7.5 ５０,４３８ 8.2 ５０,４３８ 8.1

利 益 剰 余 金               

利 益 準 備 金              ６,５５８ 1.0 ６,５２２ 1.1 ６,５２２ 1.0

そ の 他 の 利 益 剰 余 金              １８８,６３１ 27.9 １８２,４６４ 29.7 １９０,５３４ 30.6

その他の包括利益（△損失）累計額 △　１５,９４４ △ 2.4 △　１１,６３２ △ 1.9 △　１３,８７５ △ 2.2

自 己 株 式               △　　　　 ５９ △ 0.0 － - △　　　　　 ９ △ 0.0

資 本 合 計          ２５３,７９０ 37.6 ２５１,９５８ 41.0 ２５７,７７６ 41.3

負 債 及び資本合計          ６７４,７２７ 100.0 ６１４,８４９ 100.0 ６２３,５０８ 100.0



－8－

中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書

１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期
自 H14．4． 1 自 H13．4． 1 自 H13．4． 1
至 H14．9．30 至 H13．9．30 至 H14．3．31

科        目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 収 益        

売 上 高               ４６７,３４２ 100.0 ４８８,８００ 100.0 ９４５,０９９ 100.0

そ の 他               ７７８ 0.2 １,０５１ 0.2 ３,６６９ 0.4

収 益 合 計               ４６８,１２０ - ４８９,８５１ - ９４８,７６８ -

 原 価 及 び 費 用        

売 上 原 価              ３６９,０９３ 79.0 ３８４,０１５ 78.6 ７３８,３４０ 78.1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              ８４,８７１ 18.2 ８２,８７１ 16.9 １６８,３８５ 17.8

支 払 利 息              １,５８６ 0.3 １,６５４ 0.3 ３,１１０ 0.3

そ の 他              ６,７３０ 1.4 ５,２７４ 1.1 ８,１４７ 0.9

原 価 及 び 費 用 合 計             ４６２,２８０ 98.9 ４７３,８１４ 96.9 ９１７,９８２ 97.1

 法人税等及び持分法による
            投資損益前当期利益 ５,８４０ 1.3 １６,０３７ 3.3 ３０,７８６ 3.3

 法 人 税 等        

当 期 税 金              ４,２６１ 0.9 ８,３７７ 1.7 １６,８９２ 1.8

繰 延 税 金              △　　　２２０ △　 １,９１８ △ ４,１４３

法 人 税 等 合 計             ４,０４１ 0.9 ６,４５９ 1.3 １２,７４９ 1.4

 持分法による投資損益前当期利益                １,７９９ 0.4 ９,５７８ 2.0 １８,０３７ 1.9

 持分法による投資損益
(法人税等控除後) △　　　　１１ ８４ △ ３０４

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益              １,７８８ 0.4 ９,６６２ 2.0 １７,７３３ 1.9
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    資資資資    本本本本    勘勘勘勘    定定定定    増増増増    減減減減    表表表表
（単位：百万円）

１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期
自 H14．4． 1 自 H13．4． 1 自 H13．4． 1科        目

至 H14．9．30 至 H13．9．30

増　　減
至 H14．3．31

資 本 金            

期 首 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ － ２４,１６６

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ － ２４,１６６

資 本 剰 余 金            

期 首 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ － ５０,４３８

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ － ５０,４３８

利 益 準 備 金            

期 首 残 高             ６,５２２ ６,４７６ ４６ ６,４７６

その他の利益剰余金からの振替額 　３６ ４６ △       １０ ４６

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             ６,５５８ ６,５２２ ３６ ６,５２２

そ の 他 の 利 益 剰 余 金            

期 首 残 高             １９０,５３４ １７６,５０３ １４,０３１ １７６,５０３

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             １,７８８ ９,６６２ △  ７,８７４ １７,７３３

現 金 配 当 支 払 額             △    ３,６５５ △    ３,６５５ － △    ３,６５５

利 益 準 備 金 へ の 振 替 額             △　　　　 ３６ △         ４６ １０ △         ４７

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             １８８,６３１ １８２,４６４ 　６,１６７ １９０,５３４

その他の包括利益（△損失）累計額
　売却可能有価証券未実現評価損益

期 首 残 高             ２０４ △    １,４５１ １,６５５ △    １,４５１
中 間 （ 当 期 ） 変 動 額             ４４６ ８５７ △  　 ４１１ １,６５５

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             ６５０ △       ５９４ １,２４４ ２０４

　デリバティブ未実現評価損益               
 期 首 残 高             ２４ － ２４ －
中 間 （ 当 期 ） 変 動 額             △       　２９ △       １４２ １１３ ２４

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             △       　　５ △       １４２ １３７ ２４

　年 金 債 務 調 整 勘 定              
期 首 残 高             △  １５,４６０ △    ８,７９３ △  ６,６６７ △    ８,７９３
中 間 （ 当 期 ） 変 動 額             － － － △    ６,６６７

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             △  １５,４６０ △    ８,７９３ △  ６,６６７ △  １５,４６０

　外 貨 換 算 調 整 勘 定              

期 首 残 高             １,３５７ △    １,３７４ ２,７３１ △    １,３７４
中 間 （ 当 期 ） 変 動 額             △　　２,４８６ △       ７２９ △  １,７５７ ２,７３１
中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             △    １,１２９ △    ２,１０３ ９７４ １,３５７

その他の包括利益(△損失)             
累計額中間期末(期末)残高             

△  １５,９４４ △  １１,６３２ △  ４,３１２ △  １３,８７５

自 己 株 式              
期 首 残 高             △         　９ － △       　９ －
中 間 ( 当 期 ) 変 動 額             △         ５０ － △       ５０ △         　９

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高             △  　　 　５９ － △  　　 ５９ △         　９

資 本 合 計             ２５３,７９０ ２５１,９５８ １,８３２ ２５７,７７６
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期
自 H14．4． 1 自 H13．4． 1 自 H13．4． 1項        目
至 H14．9．30 至 H13．9．30 至 H14．3．31

 営業活動からのキャッシュ・フロー：                 
   中 間 （ 当 期 ） 純 利 益            １,７８８ ９,６６２ １７,７３３
   調 整 項 目            ：
     減 価 償 却 費             １２,０３９ １１,５６４ ２４,３４７
     繰 延 税 金             △  　 ２２０ △  １,９１８ △  ４,１４３
     受取手形及び売掛金の(△増)減 ２２,２８５ △  ８,７８８ ３,２５７
     棚 卸 資 産 の          (△増)減 ２,７９５ △  ４,３７５ △  ７,５０３
     支払手形及び買掛金の増(△減) △１５,５３６ ９,０１０ １,７７７
     未 払 法 人 税 等 の 増           (△減) △　６,５６０ ２,５０３ ４,３１４
     そ の 他 ― 純 額             △　１,９４４ ２９ △  　 １４９

　営業活動からの純キャッシュ増 １４,６４７ １７,６８７ ３９,６３３
 投資活動からのキャッシュ・フロー：
   有 形 固 定 資 産 の 取 得               △１５,０４７ △２３,１１１ △３８,６３２
   有 形 固 定 資 産 の 売 却               　８８３ ４２９ ８,５４４
   定 期 預 金 の           （△増)減 ２１,８６４ ４,７６９ △  ３,３６２

   有価証券及びその他の投資有価証券の取得                     △　　 ７０６ △  ４,０７０ △  ６,４４７
   有価証券及びその他の投資有価証券の売却                     ３,２２２   ５,０３４ ７,２１２
   関 連 会 社 株 式 の 取 得                   
  （取得資産に含まれる現金及び預金控除後）

△  ２,１４０ － －

   そ の 他 の 投 資 の           （△増)減 ４８５ △     ３８８ △  　 ３１３
   そ の 他 ― 純 額               △　　 ７２２ △     ２６９ △  １,１６３

　投資活動からの純キャッシュ増(△減) ７,８３９ △１７,６０６ △３４,１６１
 財務活動からのキャッシュ・フロー：                 
   現 金 配 当               △  ３,６５５ △  ３,６５５ △  ３,６５５
   短 期 借 入 金 の 増             (△減) ８３,５５４ △  ３,２８９ △１０,５７１
   長 期 債 務 の 借 入               ８６１ ６,７２７ ６,８３４
   長 期 債 務 の 返 済               △  ６,２８４ △  ６,１７１ △１１,８５２
   そ の 他               ５５ － △  　　 　９

　財務活動からの純キャッシュ増(△減) ７４,５３１ △  ６,３８８ △１９,２５３
純 キ ャ ッ シ ュ 増             (△減) ９７,０１７ △  ６,３０７ △１３,７８１
期 首 現 金 及 び 預 金 残 高               ５３,０５５ ６６,８３６ ６６,８３６

中間（期末）現金及び預金残高               １５０,０７２ ６０,５２９ ５３,０５５

 補足情報：
　関連会社株式の取得
　　取 得 資 産 の 公 正 価 値               １１,５０９ － －
　　承 継 負 債               △  ６,０５５ － －
　　取 得 純 資 産               ５,４５４ － －
　　取得資産に含まれる現金及び預金 △　   ６５７ － －
　　平成 14 年 3 月 31 日現在の関連会社に対する投資 △  ２,６５７ － －
　　現 金 及 び 預 金 支 出 額               ２,１４０ － －

　キャピタル・リース債務発生額 － － ４,２９６
　年間キャッシュ支払額
      支 払 利 息            １,４３６ １,６１５ ３,１４９
      法 人 税 等            １０,８２３ ５,８７７ １２,５７６
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連１．連１．連１．連    結結結結    範範範範    囲囲囲囲

（１）連結子会社数 １１４社

（２）非連結子会社   無

（３）主要会社名

Texas Farm, Inc.、Nippon Meat Packers Australia Pty.Ltd.

日本ホワイトファーム㈱、日本スワイン農場㈱

マリンフーズ㈱、静岡日本ハム㈱、日本フード㈱

（４）異動状況

（新規） ７社 南日本ハム㈱ほか６社（持分法会社より５社、設立１社、分割１社）

（除外） ８社 北日本ハム㈱ほか７社（合併による消滅）

２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項２．連結子会社の事業年度などに関する事項

連結子会社のうち、４社の中間決算日は６月３０日です。中間連結財務諸表の作成にあたって

は当該各社の中間事業年度に係る財務諸表を使用しており、連結中間決算日までの期間に発生し

た重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項３．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用会社数  ９社

（２）主要会社名

大阪サッカークラブ㈱

（３）異動状況

（新規）    １社

（除外）    ５社　南日本ハム㈱ほか４社（連結子会社へ）

（４）事業年度

持分法適用会社のうち、中間決算日が連結中間決算日と異なる会社については、各社の中

間事業年度に係る財務諸表を使用しております。

４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約４．主要な会計方針の要約

（１）有価証券

　米国財務会計基準書第１１５号を適用しており、売却可能有価証券は公正価値で評価す

るとともに未実現保有損益は税効果控除後の金額を資本の内訳項目として独立掲記し、満

期保有目的有価証券は償却原価で評価しております。また、その他の投資は、取得原価又

は評価減後の価額で表示しております。

（２）棚卸資産

　棚卸資産は、平均法による原価又は時価のいずれか低い価額で表示しております。時価

は正味実現可能価額によっております。

（３）減価償却

　有形固定資産は取得原価で計上しており、減価償却は主として定率法によっております。

（４）退職金及び年金債務

　退職金及び年金制度に対して、米国財務会計基準書第８７号「雇用主の年金会計」を適

用しております。
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（５）法人税等

　米国財務会計基準書第１０９号を適用しており、繰延税金資産及び負債は、期末日現在

の実行税率を使用して、会計上と税務上との間の資産及び負債の一時的差異をもとに計算

しております。

（６）金融派生商品

　米国財務会計基準書第１３３号及び第１３８号「金融派生商品とヘッジ活動の会計処理」

を適用しており、すべての金融派生商品は公正価値で資産または負債として貸借対照表に

計上しております。

（７）販売促進費

　米国緊急問題専門委員会（ＥＩＴＦ）基準書第００－１４号「特定の販売促進費に関す

る会計」及び同基準書第００－２５号「供給者の製品の購入または販売促進に関連して供

給者から小売業者に供与される報酬に関する会計」を適用しており、特定の販売促進費及

びリベートを売上高から控除しております。

１株当たり中間１株当たり中間１株当たり中間１株当たり中間（当期）純利益の計算内容（当期）純利益の計算内容（当期）純利益の計算内容（当期）純利益の計算内容
１４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期

自 H14．4． 1 自 H13．4． 1 自 H13．4． 1項             目
至 H14．9．30 至 H13．9．30 至 H14．3．31

百万円 百万円 百万円
純 利 益（分子）：
  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益               １,７８８ ９,６６２ １７,７３３
  転 換 社 債 の 影 響               － ５０ ９９
  転換を加味した中間(当期)純利益                － ９,７１２ １７,８３２

千株 千株 千株
株 式 数（分母）
基本的1株当たり純利益算定の               
た め の 加 重 平 均 株 式 数               

２２８,４２１ ２２８,４４５ ２２８,４４２

  転 換 社 債 の 希 薄 化 の 影 響               － ４,９９２ ４,９９２

希薄化の１株当たり純利益算定の               
た め の 平 均 株 式 数               

－ ２３３,４３７ ２３３,４３４

（注）当中間期における転換社債の希薄化の影響は、逆希薄化となるため開示しておりません。
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セセセセ    ググググ    メメメメ    ンンンン    トトトト    情情情情    報報報報
１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販
売を行っており、当該事業の全セグメントに占める売上高の合計及び営業利益の合計額に占め
る割合が９０％を超えているため、１３年９月期中間期、１４年３月期及び１４年９月中間期
とも事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報

１４年９月中間期（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） （単位：百万円）

科           目 日 本    その他の
地 域    計 消 去    

又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            422,528 44,814 467,342      - 467,342
   (2) セグメント間の内部売上高            167 28,298 28,465  (28,465)      -
               計 422,695 73,112 495,807  (28,465) 467,342
     営 業 費 用       409,287 73,172 482,459  (28,495) 453,964
     営 業 利 益       （△損失） 13,408 △    60 13,348  30 13,378
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

１３年９月中間期（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） （単位：百万円）

科           目 日 本    その他の
地 域    計 消 去    

又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            444,113 44,687 488,800      - 488,800
   (2) セグメント間の内部売上高            418 34,341 34,759  (34,759)      -
               計 444,531 79,028 523,559  (34,759) 488,800
     営 業 費 用       425,537 76,162 501,699  (34,813) 466,886
     営 業 利 益       18,994 2,866 21,860 54 21,914
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

１４年３月期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）

科           目 日 本    その他の
地 域    計 消 去    

又は全社 連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            856,089 89,010 945,099      - 945,099
   (2) セグメント間の内部売上高            504 63,366 63,870  (63,870)      -
               計 856,593 152,376 1,008,969  (63,870) 945,099
     営 業 費 用       822,215 148,399 970,614  (63,889) 906,725
     営 業 利 益       34,378 3,977 38,355 19 38,374
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高が全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表
示しております。

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。

３．海３．海３．海３．海    外外外外    売売売売    上上上上    高高高高
海外売上高は１３年９月中間期、１４年３月期及び１４年９月中間期とも連結売上高の１０％
未満であるので記載を省略しております。



－14－

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    のののの    時時時時    価価価価    等等等等

売却可能有価証券については、米国会計基準に基づき、公正価値をもって貸借対照表に計上して

おります。

平成１４年９月中間期（平成１４年９月３０日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
　　持 分 証 券       13,139 2,963 △1,147 14,955
　　負 債 証 券       6,074 60 △  756 5,378

満期保有目的有価証券           3,111 – － 3,111

合      計 22,324 3,023 △1,903 23,444

平成１３年９月中間期（平成１３年９月３０日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
　　持 分 証 券       15,538 2,324 △2,476 15,386
　　負 債 証 券       7,376 40 △　911 6,505

満期保有目的有価証券           4,169 – － 4,169

合      計 27,083 2,364 △3,387 26,060

平成１４年３月期（平成１４年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       13,197 2,378 △1,352 14,223
   負 債 証 券       8,098 58 △  733 7,423

満期保有目的有価証券           3,753 0 △  　2 3,751

合      計 25,048 2,436 △2,087 25,397


